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食料産業局

 飲食店・宿泊業の欠員率は全産業と比べて2倍以上高い。

資料：厚生労働省｢雇用動向調査（産業、企業規模、職業別欠員率）｣
※2009年から「宿泊業・飲食サービス業」に変更

欠員率とは、常用労働者数に対する未充足求人数の割合をいい、次式により算出。
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 外食ではパート労働者不足が深刻
-産業別のパートタイム労働者過不足判断D.I.-

資料：厚生労働省「労働経済動向調査」（平成28年度）

外食・中食産業における働き方の現状と課題

他産業と比較しても深刻な人手不足
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【離職率】
・H26.３大学卒業者における就職後３年目までの離職率
宿泊業、飲食サービス業50.2％（全産業32.2％）

資料：厚生労働省「雇用動向調査」（2015年）より加工
＊本調査では、「一般労働者」と「パートタイム労働者」が含まれている。
＊回答項目のうち、「本人の責による」とは「重大な含む規律違反」などを指す。

【離職率】
・宿泊業・飲食サービス業では「出産・育児」による離職が多
い。

資料：厚生労働省HPデータから算出
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外食・中食産業における働き方の現状と課題

労働時間の現状

１週間当たりの実労働時間（通常期）

１週間当たりの実労働時間（繁忙期）

注：グラフの縦軸は％ 「平成28年度厚生労働省委託過労死等に関する実態把握のための労働・社会面の調査研究事業報告書概要」から作成

【月間時間外労働時間80時間超割合 (推計) (外食産業)】
・正規雇用者 ：通常期12.5％ 繁忙期24.3％
・非正規雇用者：通常期1.9％ 繁忙期3.9％
（上記数値は、労基署の監督指導基準である月間時間外労働80時間超に相当すると考えられている週実労働時間60時間以上の割合の値）

【正規雇用者】

【正規雇用者】

【非正規雇用者】

【非正規雇用者】
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無回答

所定外労働はない

その他

高いノルマが課せられているため

残業手当を増やし、収入を確保するため

周囲に気兼ねして帰りづらいため

担当店舗が複数あり業務が多いため

仕事の締切や納期が短いため

担当店舗の店長・従業員対応が頻発するため

会議・打合せが多いため

スケジュール管理能力が不足しているため

スキル・技術を磨くため

残業を前提に、仕事を割り当てられているため

後輩や同僚の指導を通常業務と共に担当しているため

社員間の業務の平準化ができていないため

仕事の質にこだわりがあるため

仕事の特性上、所定外でないとできない仕事があるため

欠勤した他の従業員の埋め合わせが必要なため

予定外の仕事が突発的に発生するため

客対応が長引くため

業務の繁閑の差が激しいため

人員が足りないため

食料産業局
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外食・中食産業における働き方の現状と課題

所定外労働（早出・居残り等の残業）が発生する理由

「平成28年度厚生労働省委託過労死等に関する実態把握のための労働・社会面の調査研究事業報告書概要」外食産業の調査結果から作成

n＝1596（労働者数）

％
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外食・中食産業における働き方の現状と課題

過重労働の防止に向けた取組みへの課題
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無回答

その他

労使の取組だけでは解決できない

経営層の理解が不足している

専門人材を自力で社内に確保することが難しい

管理者の理解が不足している

一般社員の理解・協力が不足している

どのような取組を行えばよいかわからない

専門的なノウハウが不足している

客の理解・協力が不足している

売上や収益が悪化するおそれがある

人員不足のため対策を取ることができない

n＝451（企業数）

％

「平成28年度厚生労働省委託過労死等に関する実態把握のための労働・社会面の調査研究事業報告書概要」外食産業の調査結果から作成
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外食・中食産業における働き方の現状と課題

業種比較による外食の課題の特色

 労働力不足の原因の多くは「応募がない」、また飲食業
では「離職者が多い」ことも一因
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産業 年間休日日数

全産業 121.3

製造業（食品・たばこ） 121.2

百貨店・スーパー 114.8

飲食・娯楽 113.0

 食品産業のうち、小売業や外食産業は休暇が取得できていない。

（社、日）

16

資料：厚生労働省「平成28年賃金事情等総合調査」

資料：「平成26年経済センサス」（総務省）を再編加工

 食品産業はその他の産業と比べて、労働生産性が
低く、中でも飲食料品小売業・飲食サービス業は顕著。

（百万円/人）
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資料：日本政策金融公庫「労働力に関する調査結果」（2017年）
＊食品関連企業1,148社が回答
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外食・中食産業における働き方の現状と課題

女性の職業生活における問題

男性と比
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無回答

正社員組合員計 16.8 21.8 14.0 11.8 19.5 19.5 9.6 14.1 25.5 35.4 13.6 30.0 21.5 10.3 28.9 11.9 

ﾌｰﾄﾞ･ｻｰﾋﾞｽ男性 13.0 20.6 19.5 6.5 15.3 17.8 7.6 16.9 46.9 45.2 20.1 33.6 26.0 20.3 24.6 12.4 

ﾌｰﾄﾞ･ｻｰﾋﾞｽ女性 16.9 21.1 33.8 15.5 16.9 8.5 7.0 23.9 33.8 46.5 14.1 39.4 31.0 15.5 29.6 2.8 

・男性では、「育児休業を取りにくい」が46.9％と約半数。
・女性では「残業が多かったり労働時間が不規則」との回答が33.8％と正社員組合員計と比べて比率が高くなっている。

出典：UAゼンセン 2017「組合員意識調査」から全組合員及びフード･サービス部門組合員（男女別）データを抜粋し作成

※赤字は正社員組合員計より高い数値
％
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外食・中食産業における働き方の現状と課題

外食・中食産業が抱える課題の特色

課題 具体的な内容

深夜・24時間営業・年中無休
への対応

・価格競争が厳しい業界であるため、処遇改善に必要な人材や賃金の確保が

十分 でない中で、利便性の追求による深夜・24時間の営業形態が拡大した

結果、 昨今の人手不足により安定した勤務シフトが組みづらい状況。

労働環境の改善 ・生鮮食品を取り扱うことから作業空間が低温状態(約15℃)の場合がある。

・逆に、揚げ物・蒸し物等を調理する空間では、高温に晒され続ける。

・作業工程によっては、同じ姿勢での単調作業が長時間継続する。

・人手を要する作業が多く、機械化が容易に進まないことなど、置かれた作業環

境は相当に過酷。

経営理念の共有やモチベーション
の維持・向上

・業界全体として、従業員に向けた企業の経営理念の浸透が不十分。従業員の
労働意欲や職業意識に影響し、労働生産性や企業価値に悪影響を及ぼす可
能性。

投資余力が小さい ・中小企業が多いため、資金力に乏しく、生産性向上に向けた投資をタイムリーに
行うことが困難。

・人材の層が薄く、柔軟な雇用形態を導入するための仕事量の調整・再分配等

が困難。人材不足が廃業に直結する可能性が高い。


